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1. 法人の概要 

(1) 基本情報 

① 法人の名称      学校法人尚絅学園 

② 主たる事務所の住所  熊本県熊本市中央区九品寺２丁目 6番 78号 

電話番号       096-364-0116 

ＦＡＸ番号      096-363-6520 

ホームページアドレス https://www.shokei-gakuen.ac.jp/ 

 

(2) 建学の精神 

「智と徳を兼ね備え社会に貢献し得る女性の育成」 
本学園は、明治 21（1888）年に創設された済々黌附属女學校をその源としており、同

校創設に際して創立者の佐々友房らが遺した「濟々黌附属女學校創立ノ主旨」の中には、

女子教育の必要性、女子教育の理念などについて縷々述べてあり、その中から建学の精

神を表す箇所について要約したものである。 

   

教育理念 

「尚絅 表面を飾らず内面の充実に努める」 
本学園は、校名である「尚絅」の二字に凝縮された言葉をもって教育の理想の姿とし、

本学園の教育理念としている。「尚絅」とは、中国の古典『中庸』の一節、「衣錦尚絅」

（錦
にしき

を衣
き

て絅
けい

を尚
くは

ふ）、すなわち、錦を着た場合はその上から薄物をかけ、きらびやか

な模様を表に出さないようにするという君子の道のあり方を説いた句に由来する。この

句には、表面を飾らず内面の充実に努めるという、人としての心構え、あり方が含意さ

れている。 

 

(3) 学校法人の沿革 

明治 21 年 5 月 済々黌附属女學校として熊本市昇町に開校、創立者佐々友房、初代

校長内藤儀十郎、校舎 31坪生徒数 23名 

明治 22 年 5 月 昭憲皇太后から「ひらけゆくまなひの窓のはなさくら世に匂ふへき

はるをこそまて」の御歌を女子教育奨励の意味をもって下賜される 

明治 24 年 10 月 済々黌から独立して尚絅女學校と改称 

明治 29 年 4 月 私立尚絅高等女学校と改称 

明治 45 年 5 月 財団法人尚絅財団設立 

大正 9年 11 月 飽託郡大江村九品寺(現在地)に移転 

昭和 4年 4 月 尚絅五ヶ条制定 

昭和 6年 11 月 県下女学校の代表校として天皇の行幸を迎える 

昭和 22 年 4 月 学制改革によって尚絅中学校発足 

昭和 23 年 4 月 新制の尚絅高等学校となる 

昭和 26 年 3 月 従来の財団法人尚絅財団を学校法人尚絅学園に組織変更 

昭和 27 年 4 月 熊本女子短期大学開学、家政科を設置 

昭和 40 年 1 月 尚絅学園第２校地を購入 
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昭和 42 年 4 月 熊本女子短期大学家政科を家政科家政専攻と家政科食物栄養専攻に

分離 

昭和 43 年 4 月 熊本女子短期大学幼児教育科を楡木キャンパスに設置 

昭和 44 年 4 月 熊本女子短期大学付属幼稚園開園 

昭和 46 年 4 月 尚絅中学校募集停止 

昭和 50 年 4 月 尚絅大学開学、文学部（国文学科・英文学科）を設置、熊本女子短

期大学を尚絅短期大学と改称 

昭和 60 年 12 月 昭和天皇から「はなしのぶの歌しみじみ聞きて生徒らの心は花の如

くあれと祈る」の御製を下賜される 

昭和 63 年 5 月 学園創立 100 周年記念式典挙行、学園 100 年史発行 

平成 7年 4 月 尚絅中学校復活開校 

平成 8年 4 月 尚絅短期大学に専攻科(食物栄養専攻)を設置 

平成 18 年 4 月 尚絅大学生活科学部栄養科学科設置。文学部国文学科及び英文学科

を文化言語学部文化言語学科に改組 

   尚絅短期大学を尚絅大学短期大学部、家政科を総合生活学科と食物

栄養学科に改組、幼児教育科を幼児教育学科と改称 

平成 20 年 3 月 尚絅大学短期大学部家政科を廃止 

平成 21 年 3 月 尚絅大学短期大学部専攻科(食物栄養専攻)を廃止 

平成 22 年 3 月 尚絅大学文学部(国文学科･英文学科)を廃止 

平成 22 年 7 月 九品寺キャンパス再開発事業工事開始 

平成 23 年 4 月 中高一貫教育開始 

平成 25 年 3 月 九品寺キャンパス再開発事業工事完了 

平成 25 年 5 月 学園創立 125 周年記念式典挙行 

平成 28 年 4 月 尚絅大学短期大学部附属幼稚園を幼保連携型認定こども園へ移行 

平成 30 年 4 月 尚絅大学文化言語学部文化言語学科を現代文化学部文化コミュニケ

ーション学科に改組 

平成 30 年 5 月 学園創立 130 周年記念シンポジウム開催 

令和 3年 1月 九品寺キャンパス大学 7号館竣工 

2月 尚絅大学現代文化学部を九品寺キャンパスへ移転 

令和 4年 3月 尚絅大学文化言語学部を廃止 

令和 5年 4月 尚絅大学こども教育学部こども教育学科設置、尚絅大学短期大学部附

属こども園を尚絅大学附属こども園と改称 
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(4) 設置する学校・学部・学科等 

（令和 7 年 5月 1日現在） 

設置する学校 開校年月 学部・学科等 

尚絅大学 昭和50年4月 現代文化学部文化コミュニケーション学科 

生活科学部栄養科学科 

こども教育学部こども教育学科 

尚絅大学短期大学部 昭和27年4月 総合生活学科 

食物栄養学科 

幼児教育学科 

尚絅高等学校 昭和23年4月 全日制普通科 

尚絅中学校 昭和22年4月 平成 23年度から中高一貫教育を実施 

尚絅大学附属こども園 昭和44年4月 平成 28年度から幼保連携型認定こども園へ移行 

 

(5) 学校・学部・学科等の学生数の状況 

（令和 7年 5月 1日現在）（単位 名） 

学  校  名 入学定員 入学者数 収容定員 現員数 

尚絅大学 現代文化学部 75 34 300 170 

生活科学部 70 73 300 269 

こども教育学部 70 37 215 103 

尚絅大学短期

大学部 

総合生活学科 65 30 130 65 

食物栄養学科 80 50 160 102 

幼児教育学科 100 49 200 131 

尚絅高等学校 320 200 960 566 

尚絅中学校 80 12 240 49 

尚絅大学附属こども園 -  - 290 265 

計 860 485 2,795 1,720 

※ 尚絅大学生活科学部の収容定員は、3年次編入学定員 10名を含む。 

※ 尚絅大学こども教育学部の収容定員は、3年次編入学定員 5名を含む。 

 

 (6) 収容定員充足率 

  （毎年度 5月 1日現在）（単位 ％） 

学 校 名 令和3年度 令和4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

尚絅大学 80.8 79.8 74.6 71.9 66.5 

尚絅大学短期大学部 92.9 88.1 81.4 76.6 60.8 

尚絅高等学校 60.0 54.5 52.3 53.9 59.0 

尚絅中学校 26.7 25.4 20.4 22.5 20.4 

尚絅大学附属こども園 100.3 93.4 89.3 91.0 91.4 
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(7) 役員の概要 

 （令和 8年 3月 31日現在） （定員数）理事 7～8名、監事 2名 

区 分 氏 名 常勤・非常勤 摘  要 

理 事 長 秋岡 廣宣 常 勤 平成 28年 1月理事就任 

令和 5年 7月理事長就任 

常務理事 黒瀬 英夫 常 勤 平成 26年 3月理事就任 

平成 28年 1月常務理事就任 

代表業務執行理事 

理  事 山縣 ゆり子 常 勤 令和 2年 4月理事就任 

業務執行理事 

尚絅大学・同短期大学部学長 

理  事 打越 博臣 常 勤 令和 5年 4月理事就任 

業務執行理事 

尚絅中学校・尚絅高等学校長 

理  事 久野 恭義 常 勤 令和 6年 4月理事就任 

業務執行理事 

尚絅学園学園事務局長兼総務部長 

理  事 河村 久幸 非常勤 平成 31年 4月理事就任 

非業務執行理事 

㈱ヒライホールディングス相談役 

理  事 伊豆 英一 非常勤 平成 7年 7月理事就任 

非業務執行理事 

㈱熊本日日新聞社最高顧問 

㈻熊本学園理事 

監  事 宮田 房之 非常勤 平成 24年 4月監事就任 

宮田総合法律事務所弁護士 

監  事 岩本 義弘 非常勤 令和 4年 4月監事就任 

  ・責任免除に関する決議等 

   寄附行為第 46条第 3項の規定において、役員が任務を怠ったことによって生じた損害に

ついて当法人に対し賠償する責任を免除する決議は、評議員の全員一致をもって行う旨

を定めている。 

   なお、当事業年度において当該決議は行っていない。 

・責任限定契約 

 寄附行為第 60条の規定に基づき、非業務執行理事、監事が任務を怠ったことによって生

じた損害について当法人に対し賠償する責任は、当該非業務執行理事、監事が職務を行

うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、金壱万円以上であらかじめ定めた額と私

立学校法第 92 条の規定に基づく最低責任限度額とのいずれか高い額を限度とする旨の

契約を非業務執行理事及び監事と締結している。 

・役員賠償責任保険契約の状況 

１.保険名 私大協役員賠償責任保険制度 

２.保険責任期間 令和 7年 4月 1日午後 4時～令和 8年 4月 1日午後 4時 
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３.記名法人名 学校法人尚絅学園 

４.被保険者（個人被保険者）学校法人尚絅学園 理事及び監事 

（記名法人）学校法人尚絅学園 

５.補償内容 法律上の損害賠償金、争訟費用、損害賠償請求対応費用、公的調査等対 

応費用、刑事手続対応費用、財産または地位の保全手続等対応費用、信 

頼回復広告費用、補償契約に関する補償 

６.契約者（団体）日本私立大学協会 

７.引受保険会社 東京海上日動火災保険株式会社 

 

(8) 評議員の概要 

（令和 8年 3月 31日現在） （定員数）8～9名 

選任区分 氏 名 就任年月日 主な現職等 

1号 職員 松島 和寿 令和 5年 4月 1日 尚絅大学附属こども園園長 

1号 職員 硴塚 光雲 令和 6年 4月 1日 

尚絅大学・同短期大学部学長補佐

（総務担当） 

尚絅大学大学事務局長兼大学企画

室長 

1号 職員 菊池 秀彦 令和 2年 5月 26 日 

尚絅大学・同短期大学部 

学長補佐（教育担当） 

尚絅大学短期大学部部長 

2号 同窓会 石原 京子 令和 5年 6月 1日 卒業生（大学同窓会元会長） 

2号 同窓会 森下 ひろ子 令和元年 7月 12日 卒業生（短期大学部同窓会前会長） 

2号 同窓会 中尾 桂子 令和 5年 7月 27 日 卒業生（花桜会会長） 

3号 学識経験者 小山 英文 平成 26年 3月 20 日 新産住拓㈱代表取締役社長 

3号 学識経験者 古荘 貴敏 令和 3年 5月 28 日 ㈱古荘本店代表取締役社長 

3号 学識経験者 二宮 裕一郎 令和 6年 7月 23 日 NTT 西日本㈱熊本支店長 

 

(9) 会計監査人の概要 

 ・定員数：1名（1法人） 

・名 称：くまもと監査法人 

・就任年月日：令和 7年 6月 23日 

   ・責任免除に関する決議等 

   寄附行為第 46条第 3項の規定において、会計監査人が任務を怠ったことによって生じた

損害について当法人に対し賠償する責任を免除する決議は、評議員の全員一致をもって

行う旨を定めている。なお、当事業年度において当該決議は行っていない。 

・責任限定契約 

 寄附行為第 60条の規定に基づき、会計監査人が任務を怠ったことによって生じた損害に

ついて当法人に対し賠償する責任は、会計監査人が職務を行うにつき善意でかつ重大な

過失がないときは、金壱万円又は私立学校法第 92条の規定に基づく最低責任限度額との

いずれか高い額を限度とする旨の契約を会計監査人と締結している。 



6 

 

(10) 理事選任機関の概要 

 寄附行為第 6条の規定において、理事選任機関として理事・評議員協議会を置くと定め

ており、理事・評議員協議会の構成員はすべての理事及び評議員としている。また、理

事選任機関の議事録その他理事選任機関の運営に関し必要な事項は、理事選任機関運営

規程に定めている。 

  

(11) 教職員の概要 

 （令和 7年 5月 1日現在） （単位 名） 

  法 人 大 学 短期大学 高等学校 中学校 こども園 計 

教

員 

本務 0 52 28 37 5 25 147 

兼務 0 63 60 23 7 20 173 

職

員 

本務 3 34 24 7 0 8 76 

兼務 1 4 2 3 0 8 18 

平均年齢は、教員 47.29 才、職員 40.19 才である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



7 

 

2. 事業の概要 

(1) 主な教育・研究の概要 

尚絅大学・尚絅大学短期大学部  https://www.shokei-gakuen.ac.jp/univ/outline/ 

尚絅中学校・高等学校      https://www.shokei-gakuen.ac.jp/jh-hs/about/ 

尚絅大学附属こども園      https://www.shokei-gakuen.ac.jp/kids/aim/#rinen 

 

(2) 中期的な計画（教学・人事・施設・財務等）及び事業計画の進捗・達成状況 

【学校法人 尚絅学園】 

① ガバナンス 

ア）寄附行為（令和 7年 4月改正）に基づき、「学校法人尚絅学園理事選任機関運営規程」

及び「学校法人尚絅学園評議員選任・解任規程」を制定した。 

イ）理事長、常務理事、学長、校長及び学園事務局長を構成員とし、必要に応じて大学事務

局長及び園長が出席する常勤理事会を原則隔週で開催した。重要事項の協議・検討及び

意思決定を適切に行うとともに、業務遂行状況の把握を行った。 

ウ）「令和 7年度危機管理プログラム」に基づき、こども園においては毎月 1回避難訓練を

実施するとともに、大学・短大・中高においては令和 7年 10月に両キャンパスで避難

訓練（実動訓練）を実施した。 

② 財政 

ア）第二期中長期計画の改定に合わせ、中期財務計画の改定を行った。 

イ）令和 6年度決算状況の共有を図るとともに、設置校別・部門別の収支状況および損益分

岐点となる学生･生徒・園児数を分析し、その結果を SD研修において教職員へ周知した。 

③ 人事 

ア）令和 7年 4月に組織改革を実施し、効率的な事務組織への再編を行った。 

イ）令和 7年 5月 19 日からポータルサイト、勤怠管理システム、給与明細の電子配信の運

用等を開始し、DXや働き方改革を推進した。 

ウ）大学・短大における教員の学位プログラムに対する責任の明確化及び教育の質の向上を

目的とした「基幹教員制度」の導入を検討した。 

④ 施設設備 

ア）武蔵ヶ丘キャンパス遊休土地について、売却先業者による開発申請手続きを進めてきた

が、開発許可には至らなかった。 

⑤ 同窓会・後援会・地域との連携 

ア）7月 11 日から 13日にかけて、中高文化祭、尚絅祭（九品寺キャンパス）及びホームカ

ミングデイを同時開催し、同窓会との交流及び連携強化を図った。 

イ）後援会の支援として、設置校の各サークル、部活動及び同好会に対し、課外活動支援金

が交付された。 

 

 

 

 

 

 



8 

 

【尚絅大学・尚絅大学短期大学部】 

① 教育と学修の充実 

ア）建学の精神、教育理念に基づく自校教育の推進のために、大学・短大の全学科において

自校教育の授業を実施し、受講生に理解度アンケート調査を実施した（理解度：大学

99.8%、短大 99.5%）。その調査結果と学修効果について学科会議及び教務連絡協議会等

で検証を行うとともに全学で共有した。 

イ）教育方法及び教育体制の継続的な点検・改善を図るために、学科会議及び教務連絡協議

会等で 3つのポリシーの点検及び必要に応じた改善を行った。また、教育課程及び学修

成果の点検のために、可視化した学修成果や授業改善アンケート結果について学科会議

及び教務連絡協議会等で検証を行った。 

ウ）令和 8 年度に「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認定制度（リテラシーレ

ベル）」申請のため、教育内容の点検及び科目の必修化等の対策を行った。 

② 学生確保 

ア）併設高校の文化祭、大学の学園祭とオープンキャンパスを同時開催することで、オープ

ンキャンパスに参加しない新たな層に本学の魅力を伝えることができた。 

イ）総合型選抜<第1回>エントリー方式の受付期間の延長と提出書類の簡素化を行った。ま

た、総合型選抜<第2回>に学科特色方式･体験授業方式･事前課題型方式を導入したこと

で、出願増に繋がった。 

ウ）現代文化学部において、入学定員を75名から65名に削減した。また、令和8年度からは、

データサイエンスの知識や技能を学習基盤とし、文化研究や日本語･日本文学などの人

文領域を学ぶことにより、現代社会における多様な課題の解決に取り組むことができる

「文系デジタル人」の育成をするカリキュラムに変更した。 

③ 学修環境の整備 

ア）九品寺キャンパスでは、既存設備の定期的な点検及び劣化した設備等の更新として、大

学図書館の空調機並びに1号館7階空調機の大型工事を行うとともに2号館3階の床の

張替え工事を行った。 

④ 学生支援の充実 

ア）学生生活における学生満足度については、「学生生活に関する実態調査」「疲労蓄積度調

査」など各種アンケート調査の結果を学部学科に還元し、その調査・分析結果を全学委

員会等で共有した。 

イ）特別な配慮を必要とする学生については、学生からの支援申請に基づき、学部学科と協

議を行い、障害等の状況に応じた支援を行った。家計急変等に伴う経済的な問題につい

ては、奨学金の申請や納付時期の相談等、個別事案毎に対応した。 

ウ）キャリア支援・就職支援については、夏季キャリアガイダンスでは、就職年次（大学 3

年次・短大１年次）向けのプログラムに加え、就職年次以外（大学 1・2年次）向けの

講座を実施し、早期からの就職意識の醸成を図った。春季キャリアガイダンスでは、就

職年次の保護者を対象とした説明会を開催し、保護者の意向を踏まえた就職指導を実施

した。また、職種・分野別の就職懇談会を開催し、参加した事業所から有意義な取組で

あったとの評価を得た。 
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エ）インターンシップについては、大学コンソーシアム熊本主催のインターンシップに参加

し、夏季には 16先の事業所に 22名（大学 12名、短大 10名）、春季には 6先の事業所

に 11名（大学 8名、短大 3名）が参加した。 

オ）令和 7年度卒業生の就職率は、大学 95.2％、短大 97.9％であった。 

⑤ 研究力の強化 

ア）科学研究費等競争的研究費に関する情報書類の回覧・掲示にて随時行っている。科

研費の説明・書き方について今年度の変更点を中心に動画配信を行った。本年度の

科研費（9月締切分）の申請件数が 30件となり、昨年度の 28件から増加した。 

イ）子育て研究センターでは、乳幼児保育研究会の定例開催、附属こども園との連携による

出前講座、第 24回公開シンポジウム、第 11回保育実践講演会を実施した。 

ウ）論文名を各ページの上部に記載し、レイアウトの見直しを行い、子育て研究センター紀

要の『児やらい』第 22巻を発行した。 

⑥ 社会連携の拡充 

ア）地域連携推進センターでは、継続及び新規の地域連携事業を推進するとともに、令和 7

年10月にイギリスのマンチェスターで開催されたIPBA（International Place Branding 

Association）において、「くまモン学」の研究報告を行った。 

イ）子育て研究センターでは、乳幼児保育研究会、保育 Café、子育て Caféの定例開催、第

24回公開シンポジウム等の実施を通じて、熊本の保育・子育ての向上に寄与した。 

ウ）生活科学部 1年生を中心とした学生が、「城下町くまもと七夕まつり」で体験型ブース

を出店し、500 名を超える子供達や保護者の参加で街の賑わい創出に貢献した。 

⑦ 国際交流の推進（グローバル化推進センター） 

ア）協定校と連携し、慈済大学（台湾）、高雄大学(台湾)、上海杉達学院（中国）、仁徳大学

校（韓国）との交換留学をはじめとする交流活動を実施した。 短期語学留学(受入、日

本語)においては過去 2番に多い 13名を受け入れた。 

イ）マレーシア・台湾への短期語学研修を実施した。 

ウ）グローバルへの意識づけのため、積極的にグローバルラウンジを活用したイベントを行

い、昨年度より利用実績が増加した。 

⑧ 内部質保証 

ア）令和 6 年度認証評価及び令和 7 年度外部評価委員会からの指摘事項に対する改善策を

検討し、取り組んだ。 

イ）IRを活用した調査データの可視化と学内共有を図るため、「大学 IR支援サイト」「SD・

FD 研修サイト」に掲載し、教職員間の情報共有を促進した。 
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【尚絅中学校・高等学校】 

① 教育の質向上 

ア）全校生徒の英語力向上という数値目標は達成できなかったものの、英語ディベートで

は、中高一貫コースの高 2生徒が 10月の熊本大会で優勝し、12月の第 20回全国高校

生英語ディベート記念大会 in埼玉に出場した。 

イ）国際交流の一環として、６月にアメリカ・デンバーからの訪問団生徒 12 名、引率３名

を受け入れ、剣道・書道の体験と ESS 部との交流会を実施した。９月に姉妹校の韓国：

鶴城女子中学校の生徒と本校生徒９名がオンラインで交流し、11 月に中国・蘇州から

の訪問団生徒 16名、引率者３名を受け入れ、授業体験と部活動体験を実施した。 

ウ）７月に熊本県のグローバルジュニアドリーム事業に高１の生徒１名が参加し、台湾を訪

問した。８月にニュージーランド語学研修に中学４名、高校９名が参加し、オネウェロ

エリアスクールで研修を実施した。また、11 月より４ヶ月間、中２生徒１名がオース

トラリアに語学留学した。 

② 品性があり社会に貢献し得る生徒の育成 

ア）教科横断的な表現力の育成を目的として、中学校はビブリオバトル、英語でプレゼン、

国語でスピーチ、短歌の発表会等の活動を実施した。また、中高生新聞への投稿、こど

もの詩や水の作文等のコンクールに参加し、数多くの入賞を果たした。高校ではディベ

ート甲子園、英語ディベート全国大会に出場した。 

イ）総合進学コースからの尚絅大学・尚絅大学短期大学部への進学率は目標の 40％を下回

り 35％であった。また、特別進学コース、中高一貫コースにおける国公立大学及び難

関私立大学への合格者数は目標の15名を下回り12名となり、達成率は80％であった。 

ウ）学校評価に関わる生徒・保護者アンケートの「進路指導が適切に行われている」の肯定

評価は生徒 86％、保護者 76％であり、目標値の 80％以上は達成できなかった。 

③ 生徒支援の充実 

ア）高校では、国の就学支援金制度の変更に伴い、特技特待制度や特待内容等を学園と協議

の上変更した。 

イ） 生徒支援体制を充実させるため、本年度から特別支援教育コーディネーターを指名し、

学校内外の関係者との連絡調整、相談窓口としての役割を担わせた。また、支援が必要

な生徒に対する過不足のない指導・支援を実施するため、スクールカウンセラーを中心

とした生徒情報共有会議と特別支援校内委員会をそれぞれ２回開催した。 

ウ）自立した生徒会活動を実践するために、文化祭やクラスマッチにおいて、生徒主体での

ルール等を設定して準備、運営を行った。また、７月に尚絅大学・尚絅大学短期大学部

との合同文化祭を開催し、過去最高の来場者を得た。 

④ 地域貢献の推進 

ア）マチノガッコウ 2025、熊本城マラソン、フードバンク熊本のボランティア活動に加え、

地域自治体等から依頼されたイベントに、和装礼法部、ギターマンドリン部、吹奏楽部、

合唱部、バトントワリング部が出演した。 

イ）地域自治会等と連携した環境美化はできなかったが、バレーボール部の生徒らが８月の

大雨により被害の大きかった上天草市に出向き、地区の公民館等の清掃のボランティア

活動を実施した。また、日本財団が推進する海洋ごみ対策事業の一つである「スポＧＯ

ＭＩ甲子園2025熊本大会」に昨年に続き参加した。 
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ウ）小中学生対象の第 23回尚絅英語暗唱大会を９月６日に開催した。また、中高一貫コー

ス高２の探究活動において、ＮＰＯ法人「せいぼ」と連携して、マラウイの小学校の給

食支援のためのコーヒーの街頭販売を下通繁栄会の協力を得て２月に実施した。 

⑤ 個性豊かな生徒の確保 

ア）在籍生徒の実態から、訪問学校の地域見直しと、管理職と職員が訪問する学校の区別化

を図り、１学期は全教職員、２学期は管理職で学校訪問を行った。令和８年度の入学者

数は、中学校が 22 名と目標の 30 名には及ばなかったが、高校は 262 名と目標の 220

名を大幅に上回った。 

イ）中学校部活動における外部指導者の導入や、スポーツ活動をクラブチームで行う生徒も

多くなっていることから、各大会の視察を通じて情報を収集した。また、特技特待生の

勧誘では特別進学コースへの入学を希望する生徒もおり、特技特待生の制度を見直すこ

ととなった。 

ウ）校則の見直しを生徒会が中心となり検討を始めた。制服・指定用品については、生徒指

導部を中心に、指定用品の見直しを実施した。本年度導入したポロシャツと夏用・冬用

のスラックスは、生徒から好評を得た。 
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【尚絅大学附属こども園】 

①子どもの健やかな成長のための教育・保育の充実 

ア）園の環境を活用し園児の発達や興味、季節等を配慮して教育・保育を計画的かつ創造的

に実践することができた。特に、年長児による自分たちで育て、収穫した大根のバザー

での販売や、「食に関する活動」は、試食体験等、保護者から高い評価を得た。 

イ）令和８年度県私立幼稚園連合会県大会及び九州地区大会問題提起園として、大学・短大

と連携した園内研修を実施したり、授業への参加、講話への招聘等を通したりして研修

の充実を図った。 

ウ）DX化の推進では、ICT支援システム「コドモン」導入３年目となり、園児の出欠管理や

バス運行状況、お知らせ、写真による怪我の状況報告、ドキュメンテーション機能の活

用などの利用を通して、保護者とのコミュニケーションが以前より円滑になった。 

エ）小学校に見通しをもって入学できるように、ひらがな・かず・英語遊びや近隣小学校 1・

２年生と年長児の交流を実施した。 

② 子育て支援の充実 

ア）在園児保護者への支援は、「子育て相談会」「お誕生会」「おしゃべりカフェ」「親と子の

つどい」などが好評だった。 

イ）子育て支援ルーム「どんぐり」の活動では、制作やリトミック、知育ヨガ、講話など様々

な活動を準備し、参加者からはとても好評だった。 

③ 次世代保育者の養成 

ア）大学（子ども教育学部）・短期大学部との実習連絡会などで実習生の情報共有や「実習

のしおり」を通して実習の指導内容の共通理解に努め、実習生にとって充実した教育実

習につながったと考える。 

イ）「運動能力測定」を大学と連携して行ったり、幼児教育学科の授業の一環として絵本の

読み聞かせやストレッチ体操などの活動を行ったりして、学生の教育・保育力向上に寄

与することができた。 

ウ）高校生、幼児教育学科、大学生の教育実習、自主実習だけでなく、中学生の保育体験な

ども積極的に受け入れ、附属園としての役割を果たすことができたと考える。 

④ 自然豊かな園庭で伸び伸びと遊ぶ園児の確保 

ア）令和８年度の募集では３歳１号園児が減少し、年少クラスを１クラス減にすることにな

ったが、公定価格の引き上げもあり、収支の均衡はおおよそ保つことができた。 

イ）収支均衡を実現するためにも定員の見直しの対応が必要となり、現在押し進めていると

ころである。令和８年度より１号の利用定員の見直しを行い、従来の１号 200 名を 170

名にすることが決定している。令和７年度４月１日時は、261名だったが、次年度同日

は 243 名の予定である。 

ウ）尚絅学園 HP「お知らせ欄」等で、本園の魅力や園児達の姿の情報提供を積極的に行っ

た。 
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3. 財務の概要 

(1) 決算の概要 

① 貸借対照表関係 

ア） 貸借対照表の状況と経年比較  

 （単位 百万円） 

 

 

イ） 財務比率の経年比較 

  （単位 ％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

    9,802     9,790     9,424     9,009     8,635

      928       843       739       649       510

   10,730    10,633    10,163     9,658     9,145

      872     1,430     1,375     1,329     1,302

      786       534       529       522       626

    1,658     1,964     1,903     1,851     1,928

   14,829    15,382    15,420    15,426    15,453

△ 5,756 △ 6,713 △ 7,161 △ 7,619 △ 8,236

    9,072     8,670     8,259     7,807     7,217

   10,730    10,633    10,163     9,658     9,145

 固定資産

 資産の部合計

 流動資産

 固定負債

 負債及び純資産の部合計

 純資産の部合計

 繰越収支差額

 基本金

 負債の部合計

 流動負債

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

51.8 12.7 8.9 6.4 6.3

118.0 158.0 139.7 124.3 81.4

15.5 18.5 18.7 19.2 21.1

174.6 181.1 149.3 138.7 115.5

96.9 94.9 95.3 95.6 96.0

30.7 20.7 17.9 15.6 14.2 積立率

 基本金比率

 前受金保有率

 総負債比率

 流動比率

 運用資産余裕比率
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② 事業活動収支計算書関係 

ア） 事業活動収支計算書の状況と経年比較  

 （単位 百万円） 

 
イ）財務比率の経年比較 

（単位 ％） 

 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

　学生生徒等納付金     1,443     1,380     1,308     1,273     1,210

　手数料        20        20        18        18        18

　寄付金         2         2         9         7        10

　経常費等補助金       826       786       775       775       835

　付随事業収入         3         1         2         1         1

　雑収入       104        61       101       124        64

　教育活動収入計     2,397     2,250     2,213     2,199     2,137

　人件費     1,560     1,532     1,602     1,582     1,513

　教育研究経費       826       820       855       869       939

　管理経費       208       299       163       201       220

　徴収不能額等         -         -         -         -         -

　教育活動支出計     2,595     2,650     2,620     2,652     2,672

 教育活動収支差額 △ 197 △ 400 △ 407 △ 454 △ 535

　受取利息・配当金         0         0         1         0         1

　その他の教育活動外収入         -         -         -         -         -

  教育活動外収入計         0         0         1         0         1

　借入金等利息         4         6         8         8         9

　その他の教育活動外支出         -         -         -         -         -

  教育活動外支出計         4         6         8         8         9

 教育活動外収支差額 △ 3 △ 6 △ 8 △ 8 △ 7

△ 200 △ 406 △ 415 △ 462 △ 542

　資産売却差額         -         -         -         6         -

　その他の特別収入        16         9         4         3         3

  特別収入計        16         9         4         9         3

　資産処分差額        27         5         0         0         0

　その他の特別支出         -         -         -         -        50

  特別支出計        27         5         0         0        50

 特別収支差額 △ 11 4 4 9 △ 48

△ 212 △ 402 △ 410 △ 452 △ 590

        - △ 554 △ 38 △ 5 △ 55

△ 212 △ 956 △ 448 △ 458 △ 645

△ 5,692 △ 5,756 △ 6,713 △ 7,161 △ 7,619

      147         -         -         -        28

△ 5,756 △ 6,713 △ 7,161 △ 7,619 △ 8,236

（参考）

    2,413     2,260     2,218     2,208     2,141

    2,625     2,662     2,629     2,661     2,731

 経常収支差額

 事業活動収入の部

 事業活動収入の部

 事業活動支出計

 事業活動支出の部

特
別
収
支

 基本金組入前当年度収支差額

 基本金組入額合計

 当年度収支差額

 前年度繰越収支差額

 基本金取崩額

 翌年度繰越収支差額

 事業活動収入計

科　目

 事業活動支出の部

教
育
活
動
収
支

 事業活動収入の部

 事業活動支出の部

教
育
活
動
外
収
支

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

65.0 68.1 72.4 71.9 70.8

34.4 36.4 38.6 39.5 43.9

8.7 13.3 7.4 9.2 10.3

△ 8.8 △ 17.8 △ 18.5 △ 20.5 △ 27.5

60.1 61.3 59.1 57.9 56.6

△ 8.2 △ 18.1 △ 18.7 △ 21.0 △ 25.3

 人件費比率

 教育研究経費比率

 管理経費比率

 事業活動収支差額比率

 学生生徒納付金比率

 経常収支差額比率
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③ 資金収支計計算書関係 

ア） 資金収支計算書の状況と経年比較  

 （単位 百万円） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 収入の部 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

 学生生徒等納付金収入     1,443     1,380     1,308     1,273     1,210

 手数料収入        20        20        18        18        18

 寄付金収入        11         6         9         7        10

 補助金収入       829       787       776       775       835

 資産売却収入         -         -         -         9         -

 付随事業・収益事業収入         3         1         2         1         1

 受取利息・配当金収入         0         0         1         0         1

 雑収入       104        61       101       124        64

 借入金等収入         -       600         -         -         -

 前受金収入       450       410       389       327       331

 その他の収入       306       743        69       189       234

 資金収入調整勘定 △ 619 △ 517 △ 534 △ 552 △ 417

 前年度繰越支払資金       581       787       743       581       453

 収入の部合計     3,128     4,278     2,881     2,753     2,739

 支出の部 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

 人件費支出     1,568     1,526     1,592     1,576     1,501

 教育研究経費支出       427       446       437       453       547

 管理経費支出       143       240       122       160       182

 借入金等利息支出         4         6         8         8         9

 借入金等返済支出         -       233        33        56        56

 施設関係支出         3       891        38        10        12

 設備関係支出        50       160        49        28        24

 資産運用支出       110         5         8         6         9

 その他の支出        76        72        64        60        64

 資金支出調整勘定 △ 40 △ 43 △ 51 △ 58 △ 47

 翌年度繰越支払資金       787       743       581       453       382

 支出の部合計     3,128     4,278     2,881     2,753     2,739
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イ）活動区分資金収支計算書の状況と経年比較  

 （単位 百万円） 

 

ウ）財務比率の経年比較 

（単位 ％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

 教育活動資金収入計     2,397     2,250     2,213     2,198     2,137

 教育活動資金支出計     2,139     2,211     2,151     2,190     2,231

 差引 259 39 62 9 △ 94

 調整勘定等 △ 114 7 △ 72 △ 100 70

 教育活動資金収支差額 145 45 △ 10 △ 91 △ 24

 施設整備等活動資金収入計        12       605         1         9         0

 施設整備等活動資金支出計       154     1,051        87        39        36

 差引 △ 141 △ 446 △ 86 △ 30 △ 36

 調整勘定等 △ 38 △ 23 △ 19 △ 3 △ 2

 施設整備等活動資金収支差額 △ 180 △ 469 △ 105 △ 32 △ 37

 その他の活動資金収入計       254       627         3        66        72

 その他の活動資金支出計        13       247        49        71        82

 差引 241 380 △ 47 △ 5 △ 10

 調整勘定等         -         -         -         -         -

 その他の活動資金収支差額 241 380 △ 47 △ 5 △ 10

      581       787       743       581       453

      787       743       581       453       382

△ 44 △ 161 △ 128 △ 71
 支払資金の増減額（小計＋その他
 の活動資金収支差額）

 前年度繰越支払資金

 翌年度繰越支払資金

206

△ 115 △ 123 △ 61

 その他の活動による資金収支

 小計(教育活動資金収支差額 +
 施設整備等活動資金収支差額)

△ 35 △ 424

科　目

 教育活動による資金収支

 施設整備等活動による資金収支

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

6.0 2.0 △ 0.4 △ 4.1 △ 1.1 教育活動資金収支差額比率
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(2) その他 

① 資産運用の状況                          (単位 百万円) 

種 類 勘定科目 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

債 券 
第 3号基本金  

引当特定資産 
165 164 △ 1 

株 式 ― ― ― ― 

投資信託 ― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― 

合 計 ― 165 164 △ 1 

時価のない有価証券 有価証券 20  

第 3号基本金引当特定資産 合計   

有価証券 合計   

165 

20 

 

② 学校債の状況 

・なし 

 

③ 寄付金の状況                          (単位 百万円) 

寄付金の種類 金 額 摘 要 

尚絅みらい募金 8 奨学資金及び教育研究振興募金 

現物寄付 2 卒業記念品、科学研究費助成事業購入機器等 

その他の寄付 2 一般寄付金、古本募金 

合 計 12  

④ 補助金の状況                          (単位 百万円) 

補助金の種類 金 額 摘 要 

国庫補助金 329 私立大学等経常費補助金等 

地方公共団体補助金 266 経常費補助金等 

施設型給付費 240 認定こども園施設型給付費 

合 計 835  

 

⑤ 収益事業の状況 

 ・なし 
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(3) 経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針・対応方策 

少子化等の影響により学生生徒等納付金収入は減少傾向が続いており、令和 7 年度は

1,210 百万円となった。一方で、人件費や教育研究経費は高水準で推移しており、教育活

動収支差額は△535 百万円、経常収支差額は△542 百万円となるなど、厳しい財務状況が継

続している。また、翌年度繰越支払資金も減少していることから、財務安全性や資金繰り

への対応が重要な課題となっている。 

そのような状況の中、寄附行為改正に伴う各種規程の整備や常勤理事会の定期開催によ

り、ガバナンス体制の強化を図った。また、ポータルサイト、勤怠管理システム及び給与

明細電子配信の導入により、DXや働き方改革を推進するとともに、組織改革による事務体

制の効率化を進めた。さらに、広報課新設により広報機能及び情報発信面の強化を図り、

学生生徒募集において一定の成果が得られた。加えて、危機管理プログラムに基づく避難

訓練の実施や、文化祭・ホームカミングデイ等を通じた同窓会・地域との連携強化にも取

り組んだ。 

今後は、学生・生徒・園児の安定確保に向けた募集活動の強化を進めるとともに、設置

校別収支分析を活用しながら収支改善に取り組む必要がある。また、徹底した予算管理と

経費節減を進めるほか、武蔵ヶ丘キャンパス遊休土地売却を着実に実施し、財務基盤の強

化を図る。加えて、FD研修の充実による教育の質向上や、各種システム活用による DX・働

き方改革を継続的に推進し、業務効率化と組織運営の改善につなげていく。 
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4. 学校法人の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の整備及び

運用状況の概要 

(1) 関係する決議の概要 

 理事の職務執行が法令・寄附行為に適合すること及び業務の適正を確保するための体制の

整備に関し、「内部統制システム整備の基本方針」を令和 6年 7月 22 日開催の理事会にお

いて決定した。 

 

(2) 体制整備及び運用状況の概要 

① 理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

・理事会、評議員会等の重要会議の議事録その他理事の職務執行に係る情報については、

「寄附行為」及び「尚絅学園文書取扱・管理規程」に基づき、適切に作成、保存及び管理

している。 

② 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

・リスクの統括管理については、内部監査部門が一元的に行うとともに、重要リスクが漏れ

なく適切に管理されているか適宜監査し、その結果について業務を執行する理事及び理事

会に報告している。 

・本法人の経営に重大な影響を及ぼすおそれのある重要リスクについては、理事会で審議し、

必要に応じて対策等の必要な事項を決定している。 

③ 理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・理事会は、定時に開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、法令・寄附行為に従い、必

要な事項については評議員会の意見を聴いたうえで、業務執行上の重要事項を審議・決定

するとともに、理事の職務執行を監督している。 

・寄附行為並びに「尚絅学園理事会付議事項に関する規程」に基づき、理事会及び評議員会

の役割、権限及び体制を明確にし、適切な理事会及び評議員会の運営を行っている。 

・職務分掌・決裁権限を明確にし、理事、職員等の職務執行の適正性を確保するとともに、

機動的な業務執行と有効性・効率性を高めている。 

④ 職員の職務の執行が法令及び寄附行為に適合することを確保するための体制 

 ・本法人のすべての役職員のコンプライアンス意識の醸成と定着を推進するために、不正

防止等に関わる役職員への教育及び啓発活動を継続して実施、周知徹底を図っている。 

 ・内部監査部門は、職員等の職務執行状況について、コンプライアンスの観点から監査し、

その結果を理事会に報告している。 

⑤ 監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制等 

  ・監事は、「監事監査規程」に基づき、公平不偏の立場で監事監査を行う。 

・監事は、理事会、評議員会等の重要会議への出席並びに重要書類の閲覧、審査及び質問等

を通して、理事等の職務執行についての適法性、妥当性に関する監査を行う。 

・監事は、重要な書類及び情報について、その整備・保存・管理及び開示の状況など、情報

保存管理体制及び情報開示体制の監査を行う。 

 

※本文中に記載の金額及び比率は、表示単位未満を四捨五入して表示しております。 
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事業報告の附属明細書 

 

 

私立学校法施行規則第 29 条第 3 項に規定されている「事業報告の内容を補足する重要な事

項」がないため、事業報告の附属明細書は作成していない。 



Ⅰ 資産総額 9,145,271,418 円

　内　基本財産 7,780,304,063 円

　　　運用財産 1,364,967,355 円

　　　収益事業用財産 0 円

Ⅱ 負債総額 1,928,056,849 円

Ⅲ 正味財産 7,217,214,569 円

資　産　額

１　基本財産

　　　土　地 147,684.21 ㎡ 1,020,774,695 円

　　　建　物 60,384.70 ㎡ 5,194,786,426 円

　　　構築物 319 点 297,405,832 円

　　　図　書 344,000 冊 940,458,411 円

　　　教具・校具・備品 5,907 点 326,771,332 円

　　　その他 107,367 円

２　運用財産

　　　現金預金 381,923,070 円

　　　第３号基本金引当資産 177,569,639 円

　　　積立金 645,585,058 円

　　　有価証券 20,000,000 円

　　　その他 139,889,588 円

資　産　総　額 9,145,271,418 円

負　債　額

１　固定負債

　　　長期借入金 966,590,000 円

　　　退職給与引当金 310,383,848 円

　　　長期未払金 3,826,680 円

　　　役員退職金引当金 20,880,000 円

２　流動負債

　　　短期借入金 55,550,000 円

　　　前受金 330,648,880 円

　　　未払金 30,827,111 円

　　　預り金 175,638,718 円

　　　賞与引当金 33,711,612 円

負　債　総　額 1,928,056,849 円

正　味　財　産（資産総額－負債総額） 7,217,214,569 円

区　　分 金　　額

財　産　目　録

令和8年3月31日現在



 令和8年3月31日現在 （単位　円）

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減

固　　定　　資　　産 8,635,192,527 9,009,440,726 △ 374,248,199

有 形 固 定 資 産 7,780,304,063 8,170,813,893 △ 390,509,830

土 地 1,020,774,695 1,020,774,695 0

建 物 5,194,786,426 5,515,421,582 △ 320,635,156

教 育 研 究 用 機 器 備 品 296,106,013 330,722,165 △ 34,616,152

図 書 940,458,411 935,964,364 4,494,047

建 設 仮 勘 定 0 0 0

そ の 他 328,178,518 367,931,087 △ 39,752,569

その他の固定資産 854,888,464 838,626,833 16,261,631

特 定 資 産 823,154,697 814,906,326 8,248,371

そ の 他 31,733,767 23,720,507 8,013,260

流　　動　　資　　産 510,078,891 648,567,213 △ 138,488,322

現 金 預 金 381,923,070 452,925,605 △ 71,002,535

有 価 証 券 0 0 0

そ の 他 128,155,821 195,641,608 △ 67,485,787

9,145,271,418 9,658,007,939 △ 512,736,521

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減

固　　定　　負　　債 1,301,680,528 1,329,280,257 △ 27,599,729

長 期 借 入 金 966,590,000 1,022,140,000 △ 55,550,000

退 職 給 与 引 当 金 310,383,848 302,430,497 7,953,351

長 期 未 払 金 3,826,680 4,709,760 △ 883,080

役 員 退 職 金 引 当 金 20,880,000 0 20,880,000

流　　動　　負　　債 626,376,321 521,803,395 104,572,926

短 期 借 入 金 55,550,000 55,550,000 0

前 受 金 330,648,880 326,501,600 4,147,280

そ の 他 240,177,441 139,751,795 100,425,646

1,928,056,849 1,851,083,652 76,973,197

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減

基    本    金 15,453,089,210 15,425,894,119 27,195,091

第 １ 号 基 本 金 15,094,519,571 15,067,646,979 26,872,592

第 ３ 号 基 本 金 177,569,639 177,247,140 322,499

第 ４ 号 基 本 金 181,000,000 181,000,000 0

繰 越 収 支 差 額 △ 8,235,874,641 △ 7,618,969,832 △ 616,904,809

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額 △ 8,235,874,641 △ 7,618,969,832 △ 616,904,809

7,217,214,569 7,806,924,287 △ 589,709,718

9,145,271,418 9,658,007,939 △ 512,736,521

貸　 借　 対　 照　 表

資 産 の 部

科 目

負 債 の 部 合 計

純 資 産 の 部

科 目

資 産 の 部 合 計

負 債 の 部

科 目

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

貸借対照表は、一定時点（決算日）における資産、負債、純資産の内容と在高を明示して、

学校法人の財政状況を明らかにしています。



（単位　円）
科　　　目 予　　算 決　　算 差　　異

 学生生徒等納付金 1,213,842,390 1,210,305,390 3,537,000

 手数料 21,459,000 17,664,632 3,794,368

 寄付金 11,948,800 10,080,828 1,867,972

 経常費等補助金 855,781,000 834,567,698 21,213,302

 　国庫補助金 364,080,000 329,202,200 34,877,800

 　地方公共団体補助金 264,705,000 265,105,693 △ 400,693

　 施設型給付費収入 226,996,000 240,259,805 △ 13,263,805

 付随事業収入 890,000 753,000 137,000

 雑収入 60,247,000 63,917,743 △ 3,670,743

 教 育 活 動 収 入 計 2,164,168,190 2,137,289,291 26,878,899

科　　　目 予　　算 決　　算 差　　異

 人件費 1,588,279,000 1,513,287,872 74,991,128

 教育研究経費 981,021,861 938,780,330 42,241,531

 管理経費 271,626,000 219,943,722 51,682,278

 徴収不能額等 0 0 0

 教 育 活 動 支 出 計 2,840,926,861 2,672,011,924 168,914,937

△ 676,758,671 △ 534,722,633 △ 142,036,038

科　　　目 予　　算 決　　算 差　　異

 受取利息・配当金 597,000 1,345,375 △ 748,375

 その他の教育活動外収入 0 0 0

 教 育 活 動 外 収 入 計 597,000 1,345,375 △ 748,375

科　　　目 予　　算 決　　算 差　　異

 借入金等利息 9,449,700 8,644,564 805,136

 その他の教育活動外支出 0 0 0

 教 育 活 動 外 支 出 計 9,449,700 8,644,564 805,136

△ 8,852,700 △ 7,299,189 △ 1,553,511

科　　　目 予　　算 決　　算 差　　異

 資産売却差額 0 0 0

 その他の特別収入 4,900,000 2,629,114 2,270,886

 特 別 収 入 計 4,900,000 2,629,114 2,270,886

科　　　目 予　　算 決　　算 差　　異

 資産処分差額 160,000 12,627 147,373

 その他の特別支出 50,305,000 50,304,383 617

 特 別 支 出 計 50,465,000 50,317,010 147,990

△ 45,565,000 △ 47,687,896 2,122,896

20,000,000 20,000,000

△ 751,176,371 △ 589,709,718 △ 161,466,653

△ 94,544,034 △ 55,418,189 △ 39,125,845

△ 845,720,405 △ 645,127,907 △ 200,592,498

△ 7,382,682,250 △ 7,618,969,832 236,287,582

0 28,223,098 △ 28,223,098

  翌年度繰越収支差額 △ 8,228,402,655 △ 8,235,874,641 7,471,986

（参考）

2,169,665,190 2,141,263,780 28,401,410

2,920,841,561 2,730,973,498 189,868,063

特 別 収 支 差 額

特
別
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

教
育
活
動
収
支

教 育 活 動 収 支 差 額

事業
活動
収入
の部

事業
活動
支出
の部

事 業 活 動 収 支 計 算 書
令和 7年04月01日 から
令和 8年03月31日 まで

教
育
活
動
外
収
支

事業
活動
収入
の部

事業
活動
支出
の部

教 育 活 動 外 収 支 差 額

  前年度繰越収支差額

  事業活動収入計

  事業活動支出計

     [予備費]

  基本金組入前当年度収支差額

    基本金組入額合計

  当年度収支差額

    基本金取崩額

事業活動収支計算書は、当該年度の事業活動収入と事業活動支出の内容を教育活動収支、教育活動
外収支、特別収支に区分して収支の均衡を明らかにし、学校法人の経営状況が健全であるかどうかを
示しています。



（単位　円）

 収　　入　　の　　部

科　　　目 予　　算 決　　算 差　　異

 学生生徒等納付金収入 1,213,842,390 1,210,305,390 3,537,000

 手数料収入 21,459,000 17,664,632 3,794,368

 寄付金収入 11,948,800 9,851,393 2,097,407

 補助金収入 855,781,000 835,054,698 20,726,302

 　国庫補助金収入 364,080,000 329,202,200 34,877,800

 　地方公共団体補助金収入 264,705,000 265,592,693 △ 887,693

　 施設型給付費収入 226,996,000 240,259,805 △ 13,263,805

 資産売却収入 0 0 0

 付随事業・収益事業収入 890,000 753,000 137,000

 受取利息・配当金収入 597,000 1,345,375 △ 748,375

 雑収入 60,247,000 63,917,743 △ 3,670,743

 借入金等収入 0 0 0

 前受金収入 455,000,000 330,648,880 124,351,120

 その他の収入 150,351,000 233,709,036 △ 83,358,036

 資金収入調整勘定 △ 396,502,000 △ 417,389,383 20,887,383

 前年度繰越支払資金 452,925,605 452,925,605

 収入の部合計 2,826,539,795 2,738,786,369 87,753,426

 支　　出　　の　　部

科　　　目 予　　算 決　　算 差　　異

 人件費支出 1,540,094,000 1,501,047,292 39,046,708

 教育研究経費支出 590,402,000 547,342,122 43,059,878

 管理経費支出 233,943,000 182,419,876 51,523,124

 借入金等利息支出 9,449,700 8,644,564 805,136

 借入金等返済支出 55,550,000 55,550,000 0

 施設関係支出 22,206,000 11,803,000 10,403,000

 設備関係支出 68,261,000 24,290,302 43,970,698

 資産運用支出 10,000,000 8,504,871 1,495,129

 その他の支出 74,000,000 63,932,289 10,067,711

［予備費］ 20,000,000 0 20,000,000

 資金支出調整勘定 △ 60,000,000 △ 46,671,017 △ 13,328,983

 翌年度繰越支払資金 262,634,095 381,923,070 △ 119,288,975

 支出の部合計 2,826,539,795 2,738,786,369 87,753,426

資 金 収 支 計 算 書

令和 7年04月01日 から

令和 8年03月31日 まで

資金収支計算書は、当該年度の教育研究活動に対応するすべての資金の収入及び支出の内容を
明らかにして、支払資金の収入及び支出の顛末を明らかにしています。



（単位　円）

金  額

 学生生徒等納付金収入 1,210,305,390

 手数料収入 17,664,632

 特別寄付金収入 7,900,000

 一般寄付金収入 1,951,393

 経常費等補助金収入 834,567,698

 付随事業収入 753,000

 雑収入 63,917,743

 教育活動資金収入計 2,137,059,856

 人件費支出 1,501,047,292

 教育研究経費支出 547,342,122

 管理経費支出 182,419,876

 教育活動資金支出計 2,230,809,290

△ 93,749,434

69,776,844

△ 23,972,590

科　　　目 金  額

施設設備補助金収入 487,000

施設設備等活動資金収入計 487,000

科　　　目 金  額

施設関係支出 11,803,000

設備関係支出 24,290,302

施設設備等活動資金支出計 36,093,302

△ 35,606,302

△ 1,621,915

△ 37,228,217

△ 61,200,807

科　　　目 金  額

その他の収入 72,170,886

その他の活動資金収入計 72,170,886

科　　　目 金  額

借入金等返済支出 55,550,000

借入金等利息支出 8,644,564

その他の支出 17,778,050

 その他の活動資金支出計 81,972,614

△ 9,801,728

0

△ 9,801,728

△ 71,002,535

452,925,605

381,923,070

小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額）

差引

調整勘定等

支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額）

支
出

その他の活動資金収支差額

活 動 区 分 資 金 収 支 計 算 書
令和 7年04月01日 から
令和 8年03月31日 まで

差引

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

調整勘定等

教育活動資金収支差額

科　　　目

収
入

支
出

翌年度繰越支払資金

前年度繰越支払資金

施
設
整
備
等
に
よ
る
資
金
収
支

収
入

支
出

施設整備等活動資金収支差額

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

収
入

差引

調整勘定等

活動区分資金収支計算書は、収入・支出ごとに一覧表示されている「資金収支計算
書」を、活動区分（教育活動・施設整備等活動・その他の活動）ごとに組み替えるこ
とにより、現金預金の流れをより分かりやすく把握するために作成されています。



監 事 監 査 報 告 書 

 

令和 8 年 6 月 9 日 

 

学校法人尚絅学園 

理 事 会  御中 

評 議 員 会  御中 

 監 事  宮田 房之 

 

 監 事  岩本 義弘 

 

私たちは、私立学校法第 52 条及び学校法人尚絅学園寄附行為第 28 条の規定に基づき、

学校法人尚絅学園の令和 7年度（令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月 31 日）の業務及び財

産の状況並びに理事の業務執行の状況について監査を行いました。その方法及び結果につ

いて、次の通り報告します。 

 

１．監査の方法及びその内容 

私たちは、理事及び職員等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める

とともに、以下の方法で監査を実施しました。 

（１） 理事会その他重要な会議に出席し、理事及び職員等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況

を調査しました。 

（２） 事業報告に記載されている理事の職務の執行が法令及び寄附行為に適合することを

確保するための体制その他学校法人の業務の適正を確保するために必要なものとして私立

学校法施行規則第 13条各号に掲げる体制の整備に関する理事会決議の内容及び当該決議に

基づき整備されている体制（内部統制システム）について、理事及び職員等からその構築及

び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意思を表明しました。 

（３） 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び

検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた

めの体制」（私立学校法施行規則第 37 条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基

準」等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。 

 以上の方法に基づき、当該会計年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算関係書類

（計算書類及びその附属明細書）並びに財産目録について検討しました。 

 



２．監査の結果 

（１） 事業報告等の監査結果 

 ① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び寄附行為に従い、法人の状況を正しく示し

ているものと認めます。 

 ② 理事の職務の遂行に関する不正の行為又は法令若しくは寄附行為に違反する重大な

事実は認められません。 

 ③ 内部統制システムに関する理事会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び理事の職務の執行についても、指摘

すべき事項は認められません。 

（２） 計算関係書類及び財産目録の監査結果 

  会計監査人くまもと監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

 

以 上 



 

 

独立監査人の監査報告書 

2026年６月９日 

学校法人 尚絅学園 

理事会 御中 

くまもと監査法人 

熊本県熊本市 

 指 定 社 員 
業務執行社員 公認会計士 中村 裕彦 

   

 指 定 社 員 
業務執行社員 公認会計士 古閑 学 

 

＜計算関係書類監査＞ 

計算関係書類に対する監査意見 

当監査法人は、私立学校法第104条第２項に基づき、学校法人尚絅学園の2025年度（2025年４月１日か

ら2026年３月31日まで）の計算関係書類（計算書類、すなわち貸借対照表、事業活動収支計算書、資金

収支計算書、活動区分資金収支計算書、重要な会計方針、その他の注記及びその附属明細書をいう。以

下同じ。）について監査を行った。 

当監査法人は、上記の計算関係書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる学校法人会計の

基準に準拠して、当該計算関係書類に係る期間の財産及び収支の状況を、全ての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

 

計算関係書類に対する監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「計算関係書類の監査における監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、法人から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、事業報告書及びその附属明細書並びに財産目録のうち意見の対象とされていな

い部分である。理事者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監事の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における理事の職務の執行を監視することにあ

る。 

当監査法人の計算関係書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査

法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。 

計算関係書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算関係書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ

るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候が

あるかどうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、

その事実を報告することが求められている。 



 

 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

 

計算関係書類に対する理事者及び監事の責任 

理事者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる学校法人会計の基準に準拠して計算関

係書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算

関係書類を作成し適正に表示するために理事者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含

まれる。 

計算関係書類を作成するに当たり、理事者は、継続法人の前提に基づき計算関係書類を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる学校法人会計の基準に基

づいて継続法人に関する事項を開示する必要がある場合には、当該事項を開示する責任がある。 

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における理事の職務の執行を監視することにある。 

 

計算関係書類の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算関係書類に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計

算関係書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ

り、個別に又は集計すると、計算関係書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場

合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対

応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見

表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 計算関係書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監

査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す

る内部統制を検討する。 

・ 理事者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに理事者によって行われた会計上の見

積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 理事者が継続法人を前提として計算関係書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手し

た監査証拠に基づき、継続法人の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な

不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続法人の前提に関する重要な不確実性が認められる場

合は、監査報告書において計算関係書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関

する計算関係書類の注記事項が適切でない場合は、計算関係書類に対して除外事項付意見を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、

将来の事象や状況により、法人は継続法人として存続できなくなる可能性がある。 

・ 計算関係書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる学校法人会計の

基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算関係書類の表示、構成及び内

容、並びに計算関係書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について

報告を行う。 

 

  



 

 

＜財産目録に対する意見＞ 

財産目録に対する監査意見 

当監査法人は、私立学校法第86条第１項及び私立学校法施行規則第24条に基づき、学校法人尚絅学園

の2026年３月31日現在の2025年度（2025年４月１日から2026年３月31日まで）の財産目録（貸借対照表

に対応する項目に限る。以下同じ。）について監査を行った。 

当監査法人は、上記の財産目録が、全ての重要な点において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる学校法人会計の基準に準拠しており、貸借対照表と整合して作成されているものと認める。 

 

財産目録に対する理事者及び監事の責任 

理事者の責任は、財産目録を、我が国において一般に公正妥当と認められる学校法人会計の基準に準

拠するとともに、貸借対照表と整合して作成することにある。 

監事の責任は、財産目録作成における理事の職務の執行を監視することにある。 

 

財産目録に対する監査における監査人の責任 

監査人の責任は、財産目録が、我が国において一般に公正妥当と認められる学校法人会計の基準に準

拠しており、貸借対照表と整合しているかについて意見を表明することにある。 

 

利害関係 

法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

 

以  上  

 

 



 

 

独立監査人の監査報告書 

2026年６月９日 

学校法人 尚絅学園 

理事会 御中 

くまもと監査法人 

熊本県熊本市 

 指 定 社 員 
業務執行社員 公認会計士 中村 裕彦 

   

 指 定 社 員 
業務執行社員 公認会計士 古閑 学 

 

監査意見 

当監査法人は、私立学校振興助成法第14条第４項及び私立学校振興助成法施行規則第２条第４号の規

定並びに令和６年９月30日付け文部科学省告示第132号に基づき、学校法人尚絅学園の2025年度（2025年

４月１日から2026年３月31日まで）の人件費支出内訳表について監査を行った。 

当監査法人は、上記の人件費支出内訳表が、全ての重要な点において、我が国において一般に公正妥

当と認められる学校法人会計の基準及び私立学校振興助成法施行規則に準拠して作成されているものと

認める。 

 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「人件費支出内訳表の監査における監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、法人から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分

かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

その他の事項 

人件費支出内訳表は、私立学校振興助成法に基づく補助金申請に当たり所轄庁に提出するために私立

学校振興助成法施行規則に準拠して作成されており、したがって、それ以外の目的には適合しないこと

がある。当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 

本報告書は、法人及び所轄庁のみを利用者として想定しており、法人及び所轄庁以外に配布及び利用

されるべきものではない。 

 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、私立学校振興助成法第14条第４項及び私立学校振興助成法施行規則第２条に基

づいて所轄庁に提出する書類に含まれる情報のうち、人件費支出内訳表及びその監査報告書以外の情報

である。理事者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監事の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における理事の職務の執行を監視することにある。 

当監査法人の人件費支出内訳表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。 

人件費支出内訳表の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお



 

 

いて、その他の記載内容と人件費支出内訳表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相

違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの

兆候があるかどうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、

その事実を報告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

 

人件費支出内訳表に対する理事者及び監事の責任 

理事者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる学校法人会計の基準及び私立学校振興

助成法施行規則に準拠して人件費支出内訳表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重

要な虚偽表示のない人件費支出内訳表を作成するために理事者が必要と判断した内部統制を整備及び運

用することが含まれる。 

監事の責任は、人件費支出内訳表の作成プロセスの整備及び運用における理事の職務の執行を監視す

ることにある。 

 

人件費支出内訳表の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての人件費支出内訳表に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か

ら人件費支出内訳表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可

能性があり、個別に又は集計すると、人件費支出内訳表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に

見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対

応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見

表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。  

・ 人件費支出内訳表の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に

関連する内部統制を検討する。 

・ 理事者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに理事者によって行われた会計上の見

積りの合理性を評価する。 

・ 人件費支出内訳表の表示が、我が国において一般に公正妥当と認められる学校法人会計の基準及び

私立学校振興助成法施行規則に準拠しているかどうかを評価する。 

監査人は、監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について

報告を行う。 

 

利害関係 

法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

 

以  上  



学校法人尚絅学園 令和７年度決算の概要 
 

１．決算の概要 

学校法人尚絅学園の令和 7 年度決算は、令和 8 年 6 月 15 日開催の理事会において承認・議決され、令和 8 年

6月 22 日開催の定時評議員会に報告されました。また、監事及び会計監査人の承認を得ております。以下、その

内容についてご説明いたします。 

 

 

（1）貸借対照表 

貸借対照表は、一定時点（決算日）における資産、負債、基本金の内容と在高を明示して、学校法人の財政状況

を明らかにしています。 

 

 

 

 

 

令和 7 年度末における固定資産（土地・建物・機器備品・特定資産他）と流動資産（現金預金・未収入金他）

を合わせた資産の部合計は 9,145 百万円で、建物・教育研究用機器備品の償却等や現金預金の減少により、前年

度末と比べて 513 百万円減少しました。 

一方、長期未払金等の固定負債と前受金及び未払金等の流動負債の合計額は 1,928 百万円となり、前年度末と

比べて 77 万円増加しました。これは新会計基準における役員退職金引当金と賞与引当金を新たに計上したこと

が主な要因です。 

 

 

 

 

 

 

貸借対照表 令和8年3月31日

（単位：百万円） （単位：百万円）

本年度末 前年度末 増減 本年度末 前年度末 増減

8,635 9,009 △ 374 1,302 1,329 △ 28

7,780 8,171 △ 391 967 1,022 △ 55

1,021 1,021 0 310 302 8

5,195 5,515 △ 320 4 5 △ 1

297 333 △ 36 21 0 21

296 331 △ 35 626 522 104

31 35 △ 4 56 56 0

940 936 4 31 35 △ 4

0 0 0 331 327 4

0 0 0 176 105 71

855 839 16 34 0 34

20 20 0 1,928 1,851 77

300 300 0

100 100 0 本年度末 前年度末 増減

226 226 0 15,095 15,068 27

178 177 1 177 177 0

20 12 8 181 181 0

510 649 △ 139 15,453 15,426 27

382 453 △ 71 △ 8,236 △ 7,619 △ 617

91 163 △ 72 △ 8,236 △ 7,619 △ 617

0 0 0 7,217 7,807 △ 590

37 33 4

9,145 9,658 △ 513 本年度末 前年度末 増減

9,145 9,658 △ 513

　役員退職金引当金

　賞与引当金

繰越収支差額の部合計

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

科　　目

負債及び純資産の部合計

翌年度繰越収支差額

　未払金

　前受金

　預り金

負債の部合計

純　資　産　の　部

第1号基本金

第3号基本金

第4号基本金

基本金の部合計

科　　目

資産の部合計

負　　債　　の　　部

科　　目

固定負債

　長期借入金

　退職給与引当金

　長期未払金

流動負債

　短期借入金

　　教育活動寄附金引当特定資産

流動資産

　　現金預金

　　未収入金

　　有価証券

　　仮払金 他

　その他の固定資産 他

　　有価証券

　　退職給与引当特定資産

　　減価償却引当特定資産

　　施設設備引当特定資産

　　第3号基本金引当特定資産

　　建設仮勘定

科　　目

資　　産　　の　　部

固定資産

　有形固定資産

　　土地

　　建物

　　構築物

　　教育研究用機器備品

　　管理用機器備品

　　図書

　　車両



（2）事業活動収支計算書 

事業活動収支計算書は、当該年度の事業活動収入と事業活動支出の内容、収支状況を明らかにして、学校法人の

経営状況を示しています。 

 

 

 

 

 

 

事業活動収支計算書の収入の部において、学生生徒等納付金収入は 1,210 百万円となり、前年度比 63 百万円

減少しました。また、補助金収入として 835 百万円を計上し、前年度比 60 百万円増加しました。 

学生生徒納付金収入の減少は学生・生徒・園児の在籍数が前年度より 72 名減少によるものです。これは総合

生活学科の募集停止に伴う学生数の減少が主な要因です。補助金収入における増加要因は、高等教育修学支援制

度の見直しによる支援拡大によるもの、雑収入の減少要因は、保険対象となる落雷被害等の減少されたことによ

るものです。 

支出の部では、人件費支出は 1,513 百万円であり、前年度比 69 百万円減少しました。教育研究経費支出は 939

百万円で前年度比 70 百万円増加、管理経費支出は 220 百万円で前年度比 19 百万円増加しました。 

人件費支出における減少要因は、主に退職金の減少(退職者減)によるものです。また、教育研究経費の増加要

因は、光熱水費(電気代単価の値上がり)と奨学費(高等教育修学支援金)、管理経費の増加要因は、報酬委託手数

料(学生食堂支出超過額補填)と広報費(活動拡大)と補助活動費(ドーミー熊本寮の法人契約部屋数増加)による

ものです。また、特別支出の 50 百万円の増加要因は、その他の特別支出（新会計基準における役員退職金引当

金と賞与引当金の特別繰入）によるものです。 

この結果、教育活動収支差額は△535 百万円となり、前年度比 85 百万円悪化しました。同様に基本金組入前当

年度収支差額は△590 百万円となり、前年度比△138 百万円悪化しました 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業活動収支計算書要約 令和7年4月1日から令和8年3月31日まで （単位：百万円）

事業活動収入の部 令和7年度 前年度 増減 資金支出の部 令和7年度 前年度 増減

（教育活動収入計） （2,137） （2,198） (△61) （教育活動支出計） （2,672） （2,652） (24)

　　学生生徒等納付金 1,210 1,273 △ 63 　　人件費 1,513 1,582 △ 69

　　手数料 18 18 0 　　教育研究経費 939 869 70

　　寄付金 10 7 3 　　[内奨学費] (289) (182) (107)

　　経常費等補助金 835 775 60 　　[内減価償却額] (391) (416) (△25)

　　付随事業収入 1 1 0 　　管理経費 220 201 19

　　雑収入 64 124 △ 60 　　[内減価償却額] (25) (28) (△3)

（教育活動外収入計） (1) (0) (1) （教育活動外支出計） (9) (8) (1)

　　受取利息・配当金 1 0 1 　　借入金等利息 9 8 1

（特別収入計） (3) (9) (△6) （特別支出計） (50) (0) (50)

　　現物寄付等 3 9 △ 6 　　資産処分差額 0 0 0

事業活動収入計 2,141 2,208 △ 67 　　その他の特別支出 50 0 50

事業活動支出計 2,731 2,661 70

基本金組入前当年度収支差額 △ 590 △ 452 △ 138

基本金組入額 △ 55 △ 5 △ 50

当年度収支差額 △ 645 △ 458 △ 187

基本金取崩額 28 0 28



（3）資金収支計算書 

資金収支計算書は、当該年度の教育研究活動に対応するすべての資金の収入及び支出の内容を明らかにして、

支払資金の収入及び支出の顛末を明らかにしています。 

 

 

 

 

 

資金収支計算書の収入の部、支出の部について、事業活動収支計算書の収入の部、支出の部と同様の項目が多

く含まれています。収入の部において、学生生徒納付金と雑収入の減少及び経常費等補助金の増加、またその他

の収入の前期末未収入金（退職金交付金と施設型給付費）の増加を主要因とし、前年度比 14 百万減少しました。 

支出の部では、教育研究経費と管理経費の増加を主要因とし、その中でも、特に高等教育修学支援の為の奨学

費の増加により、前年度比 58 百万円増加しました。 

以上の結果により、次年度繰越金は 382 百万円となり前年度比 71 百万円減少しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金収支計算書要約 令和7年4月1日から令和8年3月31日まで （単位：百万円）

資金収入の部 令和7年度 前年度 増減 資金支出の部 令和7年度 前年度 増減

学生生徒納付金収入 1,210 1,273 △ 63 人件費支出 1,501 1,576 △ 75

手数料収入 18 18 0 教育研究経費支出 547 453 94

寄付金収入 10 7 3 管理経費支出 182 160 22

補助金収入 835 775 60 借入金等利息支出 9 8 1

資金運用収入 0 0 0 借入金等返済支出 56 56 0

資産売却収入 0 9 △ 9 施設関係支出 12 10 2

付随事業収入 1 1 0 設備関係支出 24 28 △ 4

雑収入 64 124 △ 60 資産運用支出 9 6 3

借入金等収入 0 0 0 その他の支出 64 60 4

前受金収入 331 327 4 資金支出調整勘定 △ 47 △ 58 11

その他の収入 234 189 45 支出の部小計 2,357 2,299 58

資金収入調整勘定 △ 417 △ 552 135

前年度繰越支払資金 453 581 △ 128 次年度繰越支払資金 382 453 △ 71

収入の部合計 2,739 2,753 △ 14 支出の部合計 2,739 2,753 △ 14



 

 

 

 
 

 

「事業活動収支の推移」 （単位：百万円）

収入の部 03年度 04年度 05年度 06年度 07年度

学生生徒等納付金 1,443 1,380 1,308 1,273 1,210

経常費補助金 826 786 775 775 835

手数料 20 20 18 18 18

寄付金 2 2 9 7 10

付随事業収入+雑収入 106 62 103 125 65

事業活動収入計 2,413 2,260 2,218 2,208 2,141

基本金組入額合計 0 △ 554 △ 38 △ 5 △ 55

支出の部 03年度 04年度 05年度 06年度 07年度

人件費 1,560 1,532 1,602 1582 1,513

教育研究経費 826 820 855 862 939

管理経費 208 299 163 201 220

教育活動外支出 4 6 8 8 (9)

特別支出 27 5 0 0 (50)

事業活動支出計 2,625 2,662 2,629 2661 2,672

基本金取崩額 147 0 0 0 28



学校法人会計に用いられる科目解説 

 

学校法人 尚絅学園  

学園事務局 経理課  

 

本学園だけではなく学校法人会計に共通して用いられる主な科目の解説です。 

 

貸借対照表に用いられる主な科目  

○○引当特定資産 校舎その他の施設の増設や改築、機器備品その他の設備の拡充や買い替え

のほか、退職金の支払いなど、将来の特定の支出に備えるための資金を留

保した場合に計上するものです。 

借入金 長期借入金は、返済期限が年度末後 1 年をこえて到来する借入金で、「固

定負債」に計上します。短期借入金は、返済期限が年度末後 1 年以内に

到来する借入金で、「流動負債」に計上します。 

預り金 給料や報酬などに係る源泉所得税、住民税など学校法人の帰属収入になら

ずに、他に支払うための一時的な金銭の受入額をいいます。 

繰越収支差額 平成 26 年度までは各年度の消費収入から消費支出を差引いた差額の累計

額です。平成 27 年度からは前年度の繰越消費収支差額に当年度収支差額

と基本金取崩額を翌年度繰越収支差額として計上します。 

 

 事業活動収支計算書にのみ用いられる主な科目  

資産売却差額          不動産や有価証券などを売却し、その売却収入が帳簿価額を超える場合に、

その差額を計上したものです。 

資産処分差額          不動産や有価証券などを売却し、その売却収入が帳簿価額を下回る場合に、

その差額を計上したものです。 

基本金組入額 学校法人が教育研究活動を行っていくためには、校地・校舎・機器備品・

図書・現預金などの資産を持ち、これを永続的に維持する必要があります。

学校会計では、当該年度にこれらの資産の取得に充てた金額を基本金へ組

入れる仕組みとなっています。この基本金の対象は、「学校法人会計基準」

において、次の 4 つに分類されます。 

 【第 1号基本金】設立当初に取得した固定資産、並びに設立後新たな学校

の設置、学部学科の増設、定員や実員の拡大による規模の拡大及び教育の

充実向上のために取得した固定資産の価額。 

 【第 2 号基本金】第 1 号の資産を将来取得するために充てる金銭その他

の資産の額。 

 【第 3号基本金】基金として継続的に保持し、かつ運用する金銭その他の

資産の額。 

 【第 4号基本金】恒常的に保持すべき資金として別に文部科学大臣の定め

る額。 



退職給与引当金繰入額 教職員が退職した場合には、退職金支給規程に基づいて退職金が支払われ

ますが、退職金の額は勤続年数に応じて毎年増額するよう設計しています。

実際の支払いは教職員の退職時ですが、予め毎年度に負担額を事業活動支

出として計上するものです。 

 

資金収支計算書・事業活動収支計算書に共通の主な科目  

学生生徒等納付金収入 授業料、施設設備費、入学金等の学生から納入されるもので、収入のうち

最も大きな割合を占めます。 

手数料収入 入学検定料、試験料、証明書発行手数料などです。 

補助金収入 国や地方公共団体などから交付される補助金です。 

事業収入 外部から委託を受けて行う受託研究や講座受講料などの収入です。 

資産運用収入 預貯金や有価証券の利息・配当金などの収入です。 

人件費支出 専任教職員、非常勤講師などに支給する本俸・期末手当・その他の手当・

所定福利費、理事及び監事に支払う報酬などです。 

教育研究経費支出 教育研究活動や学習支援、課外活動支援のために支出する経費です。 

管理経費支出 法人運営業務や学生募集活動などの教育研究以外の活動に支出する経費

です。 

 

 資金収支計算書にのみ用いられる主な科目  

資産売却収入 不動産、有価証券などの固定資産の売却による収入です。 

前受金収入 翌年度分の学生生徒等納付金が当年度に納入されたことによる収入です。 

資金収入（支出） 資金収支計算書には、期末未収入金、前期末前受金、期末未払金、前期末 

調整勘定          前払金が含まれていますが、これは、その年度における支払資金の実際の 

収支だけで計算したものでは不十分なため、前年度以前に収入・支出され 

たもので当年度の活動に属するものと、翌年度以後に収入・支出となるも 

のが当年度の活動に属するものを含めて計算します。そこで、支払資金の 

実際の収支と当年度の諸活動に対応する収支とを一致させるために用い 

る科目が資金収入（支出）調整勘定です。 

施設関係支出 土地、建物、構築物、建設仮勘定などの支出です。建物は附属する電気、

給排水、冷暖房等の施設設備を含みます。建設仮勘定とは建物及び構築物

等が完成するまでの支出をいい、完成した後に該当する科目に振替えます。 

設備関係支出 教育研究用機器備品やその他の機器備品（本学園においては価額が 5万円

以上のもの）、図書、車両などの支出です。 

資産運用支出 有価証券の購入、引当特定資産への繰入などの支出です。 

 

 

 

 

 



【参考】 学校法人会計と企業会計の違いについて 

 

学校法人は、学校法人会計基準に従って計算書類を作成することが法律によって義務付けられて

います。学校法人会計も、企業会計と同じように収入支出や財産の状況を明らかにするものです

が、事業目的が違っていることからいくつかの点で企業会計との違いがあります。 

企業会計は、営業活動の成績を損益計算であらわし、その年度の収益と費用とを正しくとらえる

ことを目的としています。 

学校法人は、教育研究活動という極めて公益性の高い事業を遂行することを目的としており、企

業のように営利を目的とするものではありません。学校法人会計は、学校が行う教育研究活動を

円滑に遂行するための一助とするものであって、損益の計算を目的としていないことから企業会

計と異なり、資金収支計算が重視されることとなります。 

また、学校会計では、企業のように利益金を処分するということはありません。学校法人は、寄

附行為によって設立されたものですから、法人の資産に対しては正当な債権者を除いて、なにび

とも所有権は認められません。 


